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1. 研究背景・目的 

 鉄道駅周辺での放置自転車問題は、駐輪場整備等に

よって改善されてきたものの、都心地区内での問題が

顕著になりつつある。一方で、都心地区にはまちづく

りに対するニーズの異なる居住者と商業者が混在して

いるため、自転車利用に関する考え方も異なると考え

られ、両者の協働の取り組みによる改善が望まれる。 

そこで、本研究では、大阪市西区堀江地区を対象に、

住民、商業施設責任者(及び来店客)に、アンケート調査

を実施し、「目指すまちづくり像」と「達成評価」、及

び「まちづくりの問題」と「自転車利用」に関する意

識を把握し、今後の自転車利用の方向性とその実現に

向けた課題改善の考え方を検討することを目的とした。 

2. 対象地区の特性と放置自転車の状況 

 対象地区である堀江はエリアの特性から、住宅ゾー

ン（北堀江①・南堀江①）、混在ゾーン（北堀江②・南

堀江②）、商業ゾーン（北堀江③・南堀江③）に分けら

れる(図-1)。そのうち、住宅および混在ゾーンでは禁

止区域の設定により放置自転車は減少しているが、逆

に商業ゾーンでは増加しており、自転車利用の需要と

周辺地区での対応が関係していると考えられる(図-2)。 

3. 研究の方法と調査の概要 

対象地区の内、特に住宅と商業が混在する北堀江③、

南堀江②、南堀江③の住民と店舗責任者を対象に、対

象地区のまちづくりと自転車利用に関する調査を実施

した(表-1,2)。回収数の関係で来店者は対象外した。 

 

図-1 対象地区(大阪市西区堀江地区) 

 

 

図-2 対象地区の放置自転車台数の推移 

表-1 調査の方法と内容 

  

表-2 調査票の回収状況 

 

4. まちづくりと自転車利用に対する考え方 

 住民と店舗責任者による「まちの理想像」とその「達

成評価」を聞いたところ、住民は「安全安心」や「住

環境」を選択し、店舗責任者は「にぎわい」や「商業

の盛んな」まちを選択しており、後者の達成評価がや

や高いものの、いずれもまだ十分達成しているとは言

い難い状況であることがわかった(図-3)。 

一方で、住民と店舗責任者のいずれも約 4 割が、ま 
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ちづくりの問題として自転車の問題を指摘しているこ

とから、共通の問題であることがわかった(図-4)。 

そこで、自転車利用の考え方をみると、店舗責任者

は賑わいや来客に、住民は買い物に、便利で必要なも

のと評価していることがわかった(図-5)。 

【まちづくりの理想像】 

 

【まちづくりの達成評価】 

 

図-3 まちの理想像とその達成度評価

図-4 主体別にみたまちづくり上の問題点 

 

図-5 店舗責任者の自転車利用の考え方 

5. 放置自転車対策と協力意思 

これまでの結果より、住民も店舗も、自転車は便利

で必要だが、放置自転車の対策は必要と考えているこ

とから、回答者自身や家族、来客、従業員などの主体

のニーズを念頭に、駐輪を含む自転車利用について検

討することが重要であると言える。そこで、放置自転

車対策を誰が担うべきかを尋ねたところ、行政対応を

求める声が住民で１割強、店舗責任者で 3 割弱あるも

のの、三者が協力して取り組むとする回答がそれぞれ

6 割、4 割強あることから、今後の協働の取り組みの可

能性が示されたと言える(図-6)。 

 

図-6 駐輪対策の考え方 

また、対策への協力意志についてみると、半数弱は

駐輪場の整備への具体的な協力は難しいとしているも

のの、空地の共有などでの協力の可能性があり、両者

の 2 割弱が回答した道路の暫定利用に関しては、ほと

んどの人が協力しても良いと考えていることから、今

後三者の協働の取り組みによっては、応急的対応策と

しての導入と、その後の継続的な検討の契機にもなる

と考えられる(図-7, 図-8)。 

図-7 駐輪対策への協力意志 

 

図-8 道路利用による駐輪対策への協力意志 

6. 結論と今後の展開 

住民と店舗責任者によってまちの理想像は異なる

が、共通して放置自転車を問題視しており、また自転

車利用には肯定的にもかかわらず、放置自転車対策は

必要と指摘していることがわかった。さらに、その対

策に関しては、金銭や空地の提供などが難しくても、

道路利用には積極的な協力意志を示していることから、

暫定的な対応策の実現には、行政を含めて当地区で先

行して導入されているワークショップ方式による協働

の取り組みが有効であると期待される。 
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